
平成 30 年度決算の財政改革事項 

 

 

 歳入面では、普通財産の土地の売却や、事業用定期借地などの貸付を行いました。(+約 3.2 億円)ま

た、市の発行物などへ有料広告の掲載を引き続き推進するとともに、下増田運動場へのネーミングライ

ツの新規導入を行うなど、自主財源の確保に努めました。（+約 0.4 億円） 

 歳出面では、事務事業の見直しに伴う職員の配置見直し、再任用職員（短時間）との置き換えなどに

より、人件費を削減しました。（△約 0.9 億円）また、ファシリティコストの適正化を行い、電力入札の

実施方法見直しを行い、予定契約電力に対する基本料金の削減等を図れました。（△約 1.3 億円） 

 プライマリーバランスは、市税をはじめとする自主財源の確保及び義務的経費を含む経常的経費の抑

制に努め、59 億円の黒字となりました。 

 

 
 

プライマリーバランス（基礎的財政収支）
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①臨財債＝市債 （市債に臨財債を含むため歳入からの差引額が大きくなる＝収入が小さく…
②臨財債＝交付税（市債から臨財債を除くため歳入からの差引額が小さくなる＝収入が大き…

・プライマリーバランスとは、基礎的な財政状態を示す指標の一つで、「市債発行額を除いた歳入」と「市債の元利償還

金を除いた歳出」との差である。

・つまり、自分の稼ぎよりもお金を使っているかどうかを計る物差しである。

・これが均衡していれば、理屈上は新たな借金は、すべて過去の借金返済に使われ、借金残高の増加を抑えることができ

るとされている。

・支出が収入を上回っている赤字の場合は、現在の市民が税金などの負担以上に市から公的サービスを受けている状態で

あり、そのつけを将来の世代に回しているとみることもできる。（将来世代への負担の転嫁）

・臨時財政対策債は実質的には交付税であることから、②は臨財債分を「自分の稼ぎ」として考えて算出したもの。


